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資料-１ 



令和元年度 松戸市地域自立支援協議会 相談支援部会 

 

【部会の活動目的】 

① 計画相談の作成率及び質の向上を目的に、松戸市の相談支援体制の役割を共有し、支援体制を強化
していく。 

② 障害のある当事者やその家族が生活に必要とする支援について検討していく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催テーマごとに振り返りを行い、参加

者から出された個別の意見から地域全体

の課題を抽出する。 

障害がある人からの様々な相談を地域のネットワークで受け止めて 

自立した生活を支えるために必要な支援を展開できる 

【『横の繋がり』の構築】 
 

① 相談支援事業所間のネットワーク強

化により情報交換・課題共有を進め、

相談支援のスキルの底上げ・平準化

とモチベーション維持に繋げる。 
 

② 障害以外の幅広い分野との間で「顔

の見える関係」を構築することで、

地域包括ケアの基盤を整える。 

①“相談支援事業所ごとの知識・技術や問題意識等に開きがある”“支援上の課題・困りご

とを相談員個人で抱え込みやすい”といった要因が、計画相談の質・作成率の向上の足

かせとなっている。 
 

② 障害以外の分野との間で互いの制度や資源等に関する情報が十分に共有・交換されてお

らず、適切な連携や総合的な相談支援を実践するにあたっての障壁となっている。 
 

③ 地域の中で本当に必要とされている施策を提案するため、個別の支援現場で直面してい

る「足りないもの」の情報を集約し、地域全体の課題として整理する必要がある。 

【『縦の繋がり』の確立】 

 

個別の相談支援の現場で直面した課題・

不足感等を集約し、地域に共通する課題

として整理した上で、自立支援協議会へ

提案・問題提起していく流れを形づくる。 

課 題 

目指す姿 

令和 

元年度 

の目標 

① 相談支援事業所連絡会「サポサポ」

を定例開催し、テーマごとの事例検

討・意見交換・研修を実施。 
 

② 地域包括支援センターなど、障害以

外の幅広い分野へ参加を呼びかけ、

積極的に交流を図る 

具体的な

取り組み 



【具体的取り組みの内容】 

今年度の相談支援部会では、専ら相談支援事業所連絡会『サポサポ』の企画・運営・振り返りを、

年間通して取り組んだ。内容は下記のとおり。 

 

① 相談支援において特に問題意識の高い事柄である「高齢者分野との連携、65歳問題、多問題世帯」

「虐待、権利擁護、後見」「生活困窮、経済支援」「発達障害支援」の 4 つをテーマに定めて、年間

スケジュールを構成。参加した相談支援専門員が、技術向上・関係構築・知識吸収を一体的に図れ

るよう、テーマごとに事例検討・意見交換中心の連絡会と、講義中心のスキルアップ研修とをセッ

トにして開催した。 

 

② 「サポサポ」において、障害以外の他分野とも情報交換・顔の見える関係づくりが図れるよう、

地域包括支援センターをはじめとして、各開催回のテーマに関係する様々な支援機関へ参加を呼び

掛けた。また開催回ごとに実施報告をまとめて、市内相談支援事業所への配信と松戸市公式ホーム

ページ上での掲載を行い、幅広く関心を持ってもらえるよう周知広報に努めた。 

 

③ 相談支援事業所や、その他の支援機関が個別支援の現場で直面したニーズ・課題を集約して、地

域全体に共通する課題を抽出するため、相談支援部会の中で「サポサポ」の開催テーマごとに内容

の振り返りと課題整理の作業を行った。 

 

※ 年間の各開催回における参加状況とテーマごとの地域課題整理は、別紙「相談支援事業所連絡会

『サポサポ』開催結果まとめ」を参照。 

 

【令和元年度の目標の達成度／次年度への課題】 

① 今年度の大きな目標である支援者間の“横の繋がり”の構築のうち「相談支援事業所間のネット

ワーク強化」という観点では、一定数の相談支援専門員が「サポサポ」へ継続的に参加しているも

のの、参加事業所がある程度固定してしまっている状況が確認できる（事業所単位での参加率は概

ね半分程度）。 

“相談支援事業所ごとの知識・技術や問題意識等に開きがある”“支援上の課題・困りごとを相

談員個人で抱え込みやすい”といった点を解消するには、市内相談支援事業所全体をネットワーク

化することが必要であるため、相談支援事業所の「サポサポ」参加率をどのように高めるのかが課

題となる。 

参加者からは「相談支援に特化してアセスメントやプラン作成の実践的内容を扱う会」を希望す

る回答も一定数あるため、障害の相談支援に的を絞ったコアな会を組み込むなど、相談支援事業所

の参加意欲を喚起するような企画・運営が必要とされる。 

 

② “横の繋がり”の構築のうち、とりわけ「障害」という枠を超えた幅広い分野・関係者とのネッ

トワーク形成については、十分な達成が見られたと思われる。 

地域包括支援センターをはじめとして、年間通して他分野からの積極的な参加が継続しており、

地域でともに支援を行う様々な分野の当事者同士が関係構築を行う場として、当初の目標を果たせ

たと評価できる。また、実際に参加した相談支援専門員と障害以外の支援者の双方から、幅広い分



野との間での関係構築や意見・情報交換が非常に有意義であったとの感想、今後も同様の機会を継

続してほしい旨の希望が多く出されていることから、引き続きこの取り組みを進めていく必要があ

る。 

 

③ 各開催テーマにおける地域課題の整理を進めたことで、支援の現場で何が障壁となっているのか

を把握する頃ができた。一方で、課題解決へ向けた具体的な提案・問題提起ができるような形まで

十分な整理を進められていないことから、継続して分析を行う必要がある。次年度は『支援の障壁

の把握⇒課題解決へ向けた整理⇒提案・問題提起』という道筋を念頭に、段階だてた検討を行って

いく。 

 

④ 今年度の自立支援協議会第 1回本会議以降に始まった新たな動きとして、令和元年 10月から、中

央圏域・常盤平圏域・小金圏域の各圏域それぞれに福祉まるごと相談窓口が併設され、各圏域の地

域包括ケアシステム構築が進められているところである。これに合わせ、3環境区ごとの相談支援体

制の整理、圏域ごとのハートオン相談室と相談支援事業所の関係性の明確化、そして障害分野が福

まる・包括等の他分野とどのように関わっていくのか、といった点が今後の大きな懸案事項となる。 

今年度の「サポサポ」実施による「障害以外の分野も含めた幅広い分野・関係者とのネットワー

ク形成」、「地域における支援の障壁・課題の把握」といった成果や、「市内相談支援事業所全体をネ

ットワーク化する必要性」「地域課題解決へ向けた具体的整理」といった課題に関しても、上記の 3

環境区ごとの相談支援体制へ落とし込んで整理していくことが望ましい。 

 

【次年度の活動内容】 

①圏域ごとの地域包括ケアシステムを前提とした松戸市相談支援体制の整理・見直し（3 環境区にお

ける障害者相談支援の連携の形、地域包括ケアシステムとの関わり方、他職種連携の実践方法） 

②相談支援事業所連絡会「サポサポ」の活動支援及び連携方法の見直し（自主的な企画・運営へのシ

フト、地域課題の抽出・整理方法の見直し） 

③学校（教育）機関や医療機関との連携に向けた情報交換等 

※ライフサポートファイルの定着・活用へ向けた取組み（こども部会への協力）









令和元年度 松戸市地域自立支援協議会 就労支援部会 

 

【活動目的】 

① 障害者雇用の拡大 

第 5期障害福祉計画の福祉施設利用者のうち、一般就労への移行者数の目標値 117人を達成するよ

う、松戸市内就労系障害福祉サービス事業所の移行率及び定着率の向上、また企業の障害者雇用へ

の周知、連携を図る。 

② 障害者就労施設等における賃金・工賃向上 

就労系障害福祉サービス事業を利用されている利用者が自立した生活を送ることができるよう、事

業所の賃金・工賃向上ができる施策、または体制を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある人が、地域で生きがいをもって自立して生活できる 

令和元年度

の目標 

目指す姿 

①障害者雇用の拡大 

松戸市内企業に向けて障害者雇用の周知・啓発を行

う。 

②賃金・工賃向上 

就労継続支援ネットワークが自立して活動でき

るよう支援する。 
（1）企業向けセミナーの開催 

（2）企業間の意見交換会の開催 

（3）企業・団体とのコラボレーション企画や情報 

共有 

（1）就労継続支援ネットワークの活動支援 

具体的な 

取り組み 

課 題 

① 平成 30年度における民間企業の障害者雇用率は、全国では 2.05%、千葉県では 2.02％、松戸市

は 1.73％と全国数値、千葉県の数値より低い。 

② 現状の工賃では、障害年金を加えても自立した生活をすることが難しい。また、賃金については、

生産活動から賃金を支払えていない事業所が半数以上ある。 

【平成３０年度工賃実績】 就労継続支援Ａ型事業所：52,311円 

就労継続支援Ｂ型事業所：19,216円 

地域活動支援センター ： 6,807円 

生活介護       ： 2,485円 



【具体的取り組みの内容】 

 ※就労支援部会は令和元年度も一般就労班と工賃班の 2班体制で部会を運営した。 

 ○工賃班 

① 就労継続支援ネットワークの活動支援 

代表者（A：２名、B：２名）を選出し、計５回開催した。代表者とともに企画・運営を行い、お

互いに実施している作業等を共有するため、事業所見学や意見交換を行った。 

第１回 ４月１８日（木） 

１６時半～１８時半 

別館地下１階研修室 

１６事業所２０名 ・ネットワークの活動（趣旨・目的等） 

・部会員の選出 

 

第２回 ６月４日（木） 

１６時半～１８時半 

別館地下１階研修室 

２０事業所２３名 

 

・ネットワークの体制の確認 

・今年度のテーマ 

・今後の活動及びスケジュールについて 

第３回 ８月３０日（金） 

12時 20分～17時半 

各事業所→ゆうまつ

ど 

１２事業所１４名 ・事業所見学（あらた松戸：A型、ワーク・

ライフまつさと:B型） 

・GWテーマ：「人材育成」、「工賃向上」 

第４回 １０月２３日（水） 

16時半～18時半 

ふれあい２２  研修室 

１８事業所２６名 支援者のためのアサーティブを学ぶ（研修） 

第５回 １月２１日（火） 

13時半～17時半 

各事業所→議会棟 2

階第三委員会室 

１３事業所１６名 ・事業所見学（ハッピーワーク松戸：B型、 

あるば：B型） 

・GWテーマ：「利用者間のトラブルについて

どう対応しているか」 

第６回 ３月中旬 

実施予定 

 来年度の就労継続支援ネットワークの体制

について 

 

○一般就労班 

① 企業向けセミナーの開催 

・ハローワーク松戸管内では 100人未満の企業規模が多いため、パネラーに 50人未満で雇用してい

る企業、または障害者が４年以上定着している企業を選定し、障害者雇用の実践につながる内容

を検討した。 

・今年度で事務局が一巡することを機に、４市合同企業向け雇用セミナーは終了とすることで合意

した。 

② 企業間の意見交換会の開催 

昨年度実施したアンケート調査をもとに、松戸市内の企業が抱えている課題をテーマにパネラー

とグループディスカッションを企画した。その結果、支援機関とあまり繋がっていない企業にも参

加いただけ、障害者雇用の課題の共有ができた。また、セミナー開催後、支援機関が訪問するなど、

後追いも行い、支援機関と繋がりを作れた。 



日 時 １１月２７日（水） １４時～１７時  

会 場 市民会館３０１会議室 

参加者 ９社１０名 

内 容 パネルディスカッション (株)P&Eフーズ、（株）ライズ、(株)松屋フーズ 

「何からはじめていいか」、「どんな仕事を任せていいか」、「現場からの理

解」の 3グループに分かれて意見交換 

 

③ 企業・団体とのコラボレーション企画や情報共有 

・松戸中央ライオンズクラブが行っている地域貢献活動に障害者がボランティアとして参加し、障

害者が活動する姿を地域の方々に直接みてもらえる機会を作ることができた。 

＜松戸中央ライオンズクラブの地域貢献活動のボランティア参加状況＞ 

日程 5/25 10/10 10/11 10/14 

件名 春の花まつり 献血ボランティア 

参加事業所 

参加者数 

ウェルビー松戸セ

ンター 

利用者８名 

ウェルビー松戸セ

ンター 

利用者５名 

ディーキャリア新

松戸オフィス 

利用者１名 

矢切特別支援学校 

生徒５名 

ウェルビー松戸セ

ンター 

利用者４名 

内容 グッズ販売 献血の呼び込み・チラシ配り 

 

 ・ぷれジョブまつどは、今年度、現在１名のチャレンジドが活動している。 

平成２５年度モデル事業から始まり、平成２６年度よりビック・ハート松戸を事務局として活動し

てきたが、ジョブサポーターの確保の困難等もあり、今年度で終了することに決定した。 

※「ぷれジョブ」…障害のある子どもがジョブサポーター（ボランティア）と地域の企業で半年間(１

週間に１回１時間)、お仕事を体験する地域活動 

【令和元年度の目標の達成度】 

① ネットワーク代表者と就労支援部会で企画・運営を行い、自立運営を意識して開催してきたが、就労

継続支援ネットワークの企画・運営には、まだサポートが必要であり、来年度も自立して運営を目指

した就労支援部会のサポート体制の検討が必要。 

② 雇用が進まない企業間の課題を把握することができ、周知・啓発については、一定の効果があった。

しかし、その課題に対する企業への提案方法等について、手段を含め検討が必要。また、就職者数は

増えているが、定着者数が芳しくなく、特に就労継続支援事業所からの定着を含めた一般就労への移

行の促進が課題である。 

【次年度への取り組み事項】 

①就労継続支援ネットワークが自立運営できるよう少人数チーム体制でのサポートを継続する。 

②就労継続支援Ａ／Ｂ型から一般就労へチャレンジできるような体制、職員への研修等を検討する。 

③柏市と２市合同障害者雇用に対する活動を検討する。 

 



令和元年度 松戸市地域自立支援協議会 こども部会 

 

【部会の活動目的】 

① 障害のあるこどもとその家族の「相談と支援」についての現状と課題を把握する 

② 障害のあるこどもとその家族が安心して生活するために必要な「支援」を検討する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援が必要な子どもが抜けなく、切れ目なく支援を受けられる  
令和元年度

の目標 

目指す姿 

ライフサポートファイルをより一

層活用できる支援システムの構築  松戸市の資源を把握した上で、目指すべき早期相談支援体

制を明確にする 
①利用者向けアンケート実施 

②アンケート結果のフィードバッ

ク  
①早期相談支援マップを基に社会資源を把握する 

②松戸市の早期相談支援体制を検討する  具体的な 

取り組み 

課 題 

①ライフステージごとに支援の担い手

が変わりやすいため、一貫した支援

が継続されにくい 

②支援が各分野（医療・教育・福祉・

保健など）で行われ、分野を越えた

一貫した支援が受けづらい 

①幼稚園や保育園等の現場では発達に遅れのある子どもがい

ても、どこが相談窓口になるか、どういったサービスが受

けられるのか先生が知らない場合も多く、うまく支援に繋

げないケースもある 

②年齢によって窓口や使えるサービスが異なるため、支援し

たい子どもがいた場合でも、その子が今どんな資源が使え

るのかわかりづらい 



【具体的取り組みの内容】 

①ライフサポートファイルの活用状況、使った上での課題を把握するため利用へアンケートを実施。 

対象者、結果の詳細は別紙「ライフサポートファイル利用者向けアンケートについて」参照。 

アンケート内で「医療の記録は風邪の場合も書いた方が良いか？」など質問も寄せられたことから 

Ｑ＆Ａを作成。また、「名刺入れやクリアポケットを追加して使っている」という活用例も一緒に記載 

し、アンケート結果と一緒に郵送。これらのフィードバックにより、より一層の活用の参考になると 

見込んでいる。 

 

②早期相談支援マップをこども部会員、相談支援専門員に試験的に活用してもらい、使用感を取りまと

めて修正。それを基に、妊娠期から就学前まで、子どもがいつ、どの機関と関わっているかシュミレ

ーション（別紙「早期相談シュミレーション」参照）を作成。子育て関係機関が重層的に支援に入れ

る体制は整っていることを確認。 

 松戸市の早期相談支援において、保護者が相談しやすい環境作りや、保育士が抱える困り感への支援、

支援機関が情報共有し、チームで支援できる仕組みなど、現在ある資源をどのように活かせばより効

果的に切れ目のない支援が実現できるか検討中。 

 

【令和元年度の目標の達成度】 

①活用状況と課題を把握し、利用者へのフィードバックを通じてライフサポートファイルを一層活用す

るための支援を実施し、達成できた。同じ目標の下、次年度は違ったアプローチで支援システムの構

築を目指す。 

②早期相談支援体制の強化にあたって課題を分析するところまで達成したが、取り組む課題の選定や、

対応策の具体的な仕組みの提示までには、次年度もさらなる検討を要する。 

 

【次年度への継続検討事項】 

①ライフサポートファイルの利用者アンケート結果において「まだ誰にも見せていない」と回答した方

が約 8 割だったこと、「“持っていますか”と聞かれたことがないので出す機会がない」という意見に

着目し、今後は支援者がいかに“持っていますか”という声かけを行い、保護者がライフサポートフ

ァイルのメリットを実感できる体制を構築するかが重要だと考える。 

よって、ライフサポートファイルと早期相談支援マップについて、地域の支援者の理解を深めること

を目的に研修等の周知活動を企画する。なお、相談支援部会と連携し相談支援専門員を研修のメイン

ターゲットとする。 

②各支援機関が情報共有できる具体的な仕組みの提示に向けて検討を継続する。 

 














